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2. 論文要旨 
2.1. 問題の所在 
 インターネットが登場して以来、その特殊性から従来と異なる様々な法的問題が生じて
きた
1
 
2
。つまり、インターネットという空間は、一旦インターネット上で著作権を害する
物のアップロードあるいは他人の名誉を害する旨の内容が掲示板に書き込まれると、急速
に広域でその被害を与えることになる。また、インターネットの登場は、電子商取引を始
めとした新たな経済行為を産み出している。しかし、民法を始めとする現行法の大半はこ
のような新たな技術を前提として制定されていない。そのため、電子商取引について、現
行法がどのように適用されるのかその解釈が明確であるとは必ずしも言い難い状況である
3
。 
 とりわけ、インターネットは自分を隠して匿名で利用することができ、それを悪用する
ことも多く、その損害賠償請求の相手方となる侵害者の特定が困難になり、訴訟も難しく
なる場合が多い。すなわち、インターネット上で行われる様々な不法行為に対して、侵害
者である不特定多数の一般ユーザーの責任を追及することが困難である。そこで、その代
わりに、被害者の保護及びその損害の回復のため、当該不法行為を行なっている場所の提
供者あるいはその侵害を防ぐことができる管理責任者としてのインターネット・サービ
ス・プロバイダ（以下、「ISP」と略す。）に対して、被害者がその侵害の責任を追及するこ
とができるか、またできるとした場合は、いかなる要件のもとでできるのかが問題になっ
ている。 
 しかし、責任を ISP に過重に負わせると、自国における IT（Information Technology、
情報技術）産業のようなインターネット産業が害されるおそれがある。つまり、広大な分
散型の非地理的なコミュニケーションおよび商用ネットワークとしてのインターネットの
拡散に対する規制は、ISP の責任に関する規制と関連が深い。それで、各国は、インターネ
ット産業の状況に配慮しながら、ISP の負うべき責任に関する法律を制定し、インターネッ
ト上で行われる多様な不法行為に関する ISP の責任とその要件を明確化するとともに、そ
の責任範囲を制限している
4
。 
                                                  
1
 木棚照一「国際知的財産権紛争の国際裁判管轄権と準拠法－最近の判例における属地主義
の原則との関連における展開を中心に－」特許研究 No.38（2004 年）4 頁、同「サービス・
プロバイダーの法的地位と責任」著作権研究 No.28（2001 年）100 頁 
2
 酒匂一郎著『インターネットと法』（信山社、2003 年）1 頁以下参照。 
3
 日本経済産業省「電子商取引及び情報財取引等に関する準則」（2007 年） 
4
 内田晴康＝横山経通編『インターネット法―ビジネス法務の指針―（第四版）』（商事法務、
8 
 
 このように ISP に対する責任問題は、他国の ISP の責任に関する法との調整が重要であ
る。たとえば、侵害者の国の法によれば、ISP はその紛争にかかわる違法なアップロードあ
るいは名誉毀損行為に対する制裁について、適切な責任を果たしたものとして損害賠償の
責任を負わないものとする。ところが、被害者の国の法によると、ISP が行なった制裁だけ
では十分ではないとして責任を認めるとした場合、直接に侵害を行なった一次的侵害者で
もない ISP を厳しい法律、つまり被害者の常居所地国の法律のみで責任を追及できるもの
とするべきかどうかが問題となる。また、ISP が自国の法における義務規定に従って、他国
の利用者の情報が侵害情報であると判断し削除したとしても、その利用者の国の法の下で
は、そのような ISP の行為は違法であり、さらにその情報は不法情報でもなかったという
場合、ISP に対するその責任をどのように判断すべきか、そして、どのようにすれば、当事
者間の公平な解決が可能となるかが重要な問題になる。 
 
 
  
                                                                                                                                                 
2003 年）71 頁以下参照。 
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2.2 各章の概要 
 本論文は、ISP に対する渉外紛争における解決のため、とりわけ準拠法決定の問題につい
て、どのように解決すべきかを研究したものである。 
 そのため、まず第一章で、国によって ISP に対する概念や明確な定義がないことから、
ISP に関する概念を明確にする。 
 そして、第二章から第四章において、日本と韓国及びアメリカを中心に、ISP の責任問題
に関する実質法を比較検討をし、ISP の責任に対する各国における類似点と相違点を明らか
にする。さらに、インターネットにおける主な不法行為として生ずる著作権侵害と名誉毀
損に関する判例をも挙げて検討を行なう。 
 それから、第五章は、不法行為における準拠法の問題に対する従来からの学説を踏まえ
たうえ、インターネットのユビキタス性を考慮し、ISP の責任に対する不法行為の準拠法問
題を考察する）。とりわけ、不法行為の準拠法問題につき、その結果発生地となるべき地は
どこであるかを探求する。 
 
第一章 インターネットと ISP 
 インターネットと ISP に対する概念を整理し、とりわけ、日本と韓国及びアメリカの実
質法における ISP に対する用語を検討し、本論文における用いられる ISP という概念を明
らかにする。 
 
第二章 日本における ISP に対する責任 
 日本における ISP に関する責任は「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び
発信者情報の開示に関する法律」
5
によって定められている。なお、実際の実務上では、ISP
等が参加する団体
6
が作成し、公表した「名誉毀損・プライバシー関係ガイドライン」
7
及び
「著作権関係ガイドライン」
8
が参照される
9
。しかし、これは、上記法律の解釈として作成
されたものであり、法的拘束力はなく、あくまでも ISP の自律的な行動基準にすぎないも
                                                  
5
 以下、プロバイダ責任制限法という。 
6
 社団法人テレコムサービス協会 
7
 http://www.telesa.or.jp/consortium/provider/pdf/provider_041006_2.pdf 参照。（名
誉毀損・プライバシー関係ガイドライン、2011 年 10 月 1 日現在） 
8
 http://www.telesa.or.jp/consortium/provider/pdf/provider_031111_1.pdf 参照。（著
作権関係ガイドライン、2010 年 10 月 1日現在） 
9
 堀部政男編『インターネット社会と法（第二版）』（新世社、2006 年）54頁 
10 
 
のである
10
。 
 著作権問題に対して、P2P プログラムの提供者の責任として広く知られている「ファイル
ローグ」事件
11
と「ウィニー」事件
12
を挙げて検討する。 
 名誉毀損における責任問題は、「２ちゃんねる・動物病院」事件
13
「ヤフー・医療法人」
事件
14
を用いて検討する。 
 
第三章 韓国における ISP に対する責任 
 韓国では、1995 年「情報化推進法」が制定され、多様な法律において規定されていた情
報通信犯罪に対する処罰法規等を統合する立法作業を推進した。それから、2000 年までに
施行されていた「情報通信網利用の促進等に関する法律」を改正するとともに、「情報通信
網の利用促進等に関する法律」、「電気通信基本法」、「電気通信事業法」等に散在していた
情報通信犯罪に関連する条項を統合して「情報通信網法」が 2001 年公布された。また、「情
報通信網法」の改正以外にも、「情報通信基盤保護法」も 2001 年制定した。「情報通信基盤
保護法」は、サイバー・テロから情報通信基盤を保護するために作られた法律であり、ハ
ッキング・コンピュータ・ウィルスによる攻撃等の各種の電子的侵害行為から主な社会基
盤施設と関連する情報通信基盤施設の安定的な運営を確保するためであった
15
 
16
。とくに、
ISP の責任と関連して「電気通信事業法」
17
、「情報通信網法」、「著作権法」
18
、「コンピュー
                                                  
10
 酒匂一郎『インターネットと法』（信山社、2003 年）100 頁 
11
 東京高裁平成 17 年 3 月 31 日（著作権侵害差止等請求控訴事件） 
https://fp.wul.waseda.ac.jp/f5-w-687474703a2f2f7777772e746b636c65782e6e652e6a70$$/lexbin/S
howZenbun.aspx?sk=633674400003526250&pv=1&bb=28100714（LEX/DB 文献番号 28100714、
2011 年 10 月 1 日現在） 
12 京都地裁平成 18 年 12 月 13 日（著作権違反幇助被告事件）、判例タイムズ 1229 号 105
頁以下参照。 
13 東京高裁平成 14 年 12 月 25 日（損害賠償請求等控訴事件）、判例時報 1816 号 52 頁以下
参照。 
14 東京地裁平成 15 年 3 月 31 日（損害賠償請求事件）、判例時報 1817 号 84 頁以下参照。 
15
 ベク・カンフン「インターネットの情報内容犯罪の類型とその処罰法規」情報通信倫理
学術第三次フォーラム（2001 年）4 頁 
16
 イ・ゼジン「インターネットにおける表現の自由と規制に対する比較法制的研究：イン
ターネット・サービス提供者の責任性を中心に」韓国放送学報 15 巻 2 号（2001 年）307 頁 
17
 2011 年 5 月 19 日に第 34 回一部改正が行なわれている。（施行日は 2011 年 11 月 20 日で
ある。） 
18
 2011 年 6 月 30 日に第 19 回の一部改正が行なわれている。 
11 
 
ター・プログラム保護法」で部分的に規定されていた。 
 さらに、韓国はアメリカとの FTA の交渉を始めると伴い、産業・経済のみならず係る様々
な分野において議論を行なってきた。その中で、法律のサービスに関する内容も交渉の一
つの対象となり、知的財産権に関する法律も、とりわけ、ISP の責任問題に対するのもその
一つである
19
。しかし、アメリカは、自国の産業のため、知的財産権の権利がうまく保護さ
れないと判断される国々を知的財産侵害の優先対象国、監視対象国、観察対象国として分
けて、通商の圧力をも加えているのが通常である
20
。 
 これは、韓米 FTA の交渉においても、アメリカは自国の IT 産業保護を優位にするため、
通商の圧力をもかけている状況である。それで、韓米 FTA の批准に難航している原因の一
つとなっている。さらに、現在において、韓国はアメリカとだけではなく、EU との FTA も
絡んでいる
21
。そのため、韓国はできる限り、ISP の責任問題につき、アメリカや EU の双方
に適う法律を目指して、努力している。 
 このような状況の下、アメリカや EU との FTA による知的財産権に関する法律改正の前、
先立って2009年4月22日において第17回韓国著作権法の改正が行なわれた。主な内容は、
グローバル時代に向かえ、多様な法律において散々していた著作権の内容を一つにまとめ
ようとしたものであり、それゆえ、現在の著作権紛争におけるより柔軟な解決に向け法律
を改正しようとするものである。 
 それゆえ、2011 年 6 月 30 日第 19 回の改正によって、韓米 FTA における ISP に対する責
任問題を取り入れることになた。そのため、包括的で一般的な規定であった ISP の責任を、
アメリカのように免責される要件を具体的に細分化して規定することになった。 
 なお、ISP は事務上において、各法律に関連する施行令及び「放送通信審議委員会」の審
議による。とくに、「情報通信部」
22
による「P2P 上の不法・有害情報の技術的・管理的遮断
のガイドライン 2007 年」
23
、名誉毀損においては「情報通信倫理委員会」
24
の「2007 年サイ
                                                  
19
 韓米 FTA における ISP の責任に関しては、第 18 章の知的財産権の題の下、「サービス・
プロバイダの責任及び責任制限」として規定されている。 
20
 ユン・前掲注 11・33 頁～34 頁参照。 
21
 韓 EU の FTA は、2011 年 7 月 1 日をもって暫定発効中である。 
22
 2008 年、新政府を迎え、従来の情報通信部が廃止され、情報技術・通信に対する政策等
は大統領直属の「放送通信委員会」が担当することになった。 
23
 http://www1.ddaily.co.kr/news/news_view.php?uid=27404（2011 年 10 月 1 日現在） 
24
 2008 年 2 月 19 日制定された「放送通信委員会の設置及び運営に関する法律」により、「情
報通信倫理委員会」と「放送委員会」の審議業務を統合され、現「放送通信審議委員会」
12 
 
バー権利の被害救済のガイドライン」
25
や「放送通信審議委員会」
26
 
27
の「2008 年サイバー
権利侵害対応の案内書」
28
が公表されている。このようなガイドラインでは侵害における ISP
の対応・措置や民事・刑事上の責任に関して述べられている。 
 著作権侵害の問題として、「ソリバダ」事件
29
と「ナウフィルム（ウェブ・ストレージ型）」
事件
30
を例としてあげて考察する。名誉毀損の問題は、「ハイテル公開掲示板」事件
31
と「ポ
ータル・サービス」事件
32
を挙げてそれぞれ検討を行なう。 
 
第四章 アメリカにおける ISP に対する責任 
 アメリカ著作権法
33
は、著作権法第 106 条から 121 条に規定する排他的権利を侵害した者
を著作権の侵害者と規定する
34
。アメリカ著作権法は、1790 年に制定され、1909 年、1971
年の改正を経て成立した 1976 年の著作権法が現行の著作権法である。 
 とくに、著作権法には、特許法における積極的誘引行為や寄与侵害行為を規律する条文
は直接には存在しない。しかし、明文の規定がなくても、判例法上、一定の要件の下で、
                                                                                                                                                 
となった。 
25
 
http://www.cyberhumanrights.or.kr/board/board.php?cmdProc=viewform&board_idx=288&page=1
&orderByField=board_sequence&orderBySort=DESC&&searchKey=board_title&searchValue=가
이드라인&listCount=&board_categoryKey=&bcfg_idx=6 参照。（名誉毀損紛争調停部サイバー
権利の被害救済のガイドライン、2011 年 10 月 1 日現在） 
26
 「放送通信委員会」は、2008 年 2 月新政府の出帆の際、アメリカの「連邦通信委員会」
（FCC)をモデルとし、既存の「放送委員会」が担当した放送政策と規制、「情報通信部」が
担当した通信サービス政策と規制を総括するが大統領直属の機構になった。 
27
 「放送通信審議委員会」は、情報通信網法に規定された不法情報の流通禁止等に関する
審議、名誉毀損の紛争調整や利用者に対する情報提供の請求審査等を業務としている。 
28
 
http://www.cyberhumanrights.or.kr/board/board.php?bcfg_idx=6&cmdProc=viewform&board_idx=
294（名誉毀損紛争調停部 2008 年サイバー権利侵害の対応案内書、2011 年 10 月 1 日現在） 
29 大法院 2007 年 1 月 25 日宣告 2005 ダ 11626（仮処分異議） 
30 ソウル中央地方法院 2008 年 8 月 5 日宣告ザ 2008 ガハップ 968（著作権侵害禁止等仮処
分） 
31 大法院 2001 年 9 月 7 日宣告 2001 ダ 36801（損賠賠償） 
32 ソウル中央地方法院 2007 年 5 月 18 日宣告 2005 ガハップ 64571（損賠賠償） 
33
 Copyright Law of the United States 
34
 §106 「Exclusive rights in copyrighted works」～§121 「Limitations on exclusive rights: 
Reproduction for blind or other people with disabilities」 
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直接の侵害者以外の者、つまり ISP に対する侵害責任が肯定されている
35
。 
 それから、各州ごとに異なる ISP の責任問題の解決やアメリカのインターネット産業政
策との関係で、法律の整備の必要性が高まるようになった。そのため、従来からの判例理
論を通じて形成された内容をもって、1998 年「DMCA」が立法されるようになってきた
36
 
37
。 
 さらに、インターネット上において行なわれる不法行為は、著作権侵害の問題と名誉毀
損の問題が多い。これは、アメリカの ISP の責任問題においても同様である。要するに、
インターネット上で行なわれる不法行為は、著作権侵害と名誉毀損の問題が多く、とりわ
け著作権侵害の問題に対しては、①直接侵害、②間接侵害として大きく分けて考えること
ができる。それゆえ、②の間接侵害は、寄与責任と代位責任として区分することも可能で
あろう。 
 したがって、ISP に対するコモン・ローにおける主な判例を持ちながら検討したうえ、DMCA
における ISP に対する規定を検討する。それから、名誉毀損の場合は、①発行者（Publisher）
としての責任と、②頒布者（distributor）としての責任
38
 
39
とわけて、考察研究する。 
 
第五章 ISP の責任に対する国際私法上の諸問題 
 本来なら適法に利用されることを期待して作られた P2P プログラムが、著作権者の許諾
なしに著作物のアップロードやダウンロードという利用者の不法行為の道具として使われ
ている。また、インターネットの利用者は匿名で電子掲示板を使うことができるから、ハ
ンドルネームなどで自分を隠して、他人を誹謗する書き込みを行なう。それから、利用者
のクリックという行為一つにより、全世界的に侵害行為が同時発生することが容易に予見
される。さらに、利用者はインターネットが使える状況であれば、常にクリックという一
つの行為で比較的容易に侵害行為を行なうことができる。しかしながら、利用者はいずれ
の国において同じ不法行為を行なったとしても、それによって生じた「結果」について実
質的に大きな違いはなかろう
40
。とはいえ、このようなインターネットを通じて行なわれる
                                                  
35
 浜田治雄、『知恵の守護法（著作権法編）』、三恵社（2007 年）659 頁以下参照。 
36
 浜田・前掲注 213・323 頁以下。 
37
 山本隆司「プロバイダ責任制限法の機能と問題点‐比較法の視点から‐」（2002 年）
http://www.itlaw.jp/provider.pdf（2011 年 10 月 1 日現在） 
38
 一方、名誉毀損の場合は、Publisher と Distributor としての不法行為責任として分けられ
よう。 
39
 平野晋『電子商取引とサイバー法』電気通信普及財団（1999 年）167 頁 
40
 小島立「第 2 章 準拠法―（1）知的財産権侵害の準拠法」河野俊行編『知的財産権と渉
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著作権侵害や名誉毀損の侵害行為は、インターネットの特徴上その被害が大きい。それは、
一旦インターネット上でこのような不法情報が流されることになると、瞬時に国境を越え
て被害という結果が発生することになるからである。したがって、インターネットを通じ
て行なわれるこのような不法行為は、想定外の莫大な被害を伴なう国際紛争として生ずる
危険性が非常に高い。 
 また、各国は、ISP に対する責任を自国の IT 産業政策との関係で調整し、実質法におい
てそれぞれの規定を設けている。そして、上記のように、利用者がインターネットにおい
て行なう不法行為は、瞬時に国境を越えて渉外紛争として生ずる可能性が高い。それゆえ
に、日本と韓国及びアメリカの間において、ISP の責任制限の訴訟が渉外紛争として問われ
た場合、その解決をどのようにすべきかが重要な問題である。 
 とくに、ISP が責任を問われる場合は、①ISP と権利者、②ISP とそのサービスを利用し
て侵害行為を行なった利用者との関係として大きく分けて考えることができる。まず、①
の場合において、ISP の責任問題は、利用者の不法行為によるものであるから、不法行為と
して解決すべきか、また、②の場合、ISP と利用者の間に準拠法約款があった場合、両者間
の問題は債務不履行であれ、不法行為であれ、全てその準拠法約款によって解決するべき
か。あるいは、準拠法約款があっても不法行為である以上、不法行為として解決すべきか、
あるいは、①も②も、上記のような基準によって決定されないとすれば、より最密接関係
地があるか否かを判断し、最密接関係地法を決めて解決すべきかが問題になると考えられ
る。 
 この点に関して、たとえば日本においては、総務省の「プロバイダ責任制限法の逐条解
説」
41
において、あくまでも「参考」として、「渉外的法律関係における本法律の適用及び
裁判管轄」に関する記述がある。つまり、プロバイダ等の所在地が海外であったり、発信
者の住所地が海外である等の渉外的要素を含む事案において、プロバイダ責任制限法の適
用があるか否か、日本の裁判所に裁判管轄が認められるか否かは、準拠法決定及び国際裁
判管轄決定の一般原則に従って決せられるべき問題であることを意識しているようである。 
 このような不法行為の準拠法決定において、日本の法例 11 条 1 項は、「其原因タル事実
ノ発生シタル地」と規定し、同条 2項及び 3項で日本法の累積適用を認めていた。そして、
現在の法適用通則法の下では、17 条において「加害行為の結果が発生した地」として結果
発生地法の適用を原則としている。さらに、18条、19条に生産物責任や名誉・信用毀損に
                                                                                                                                                 
外民事訴訟』（弘文堂、2010 年）301～302 頁 
41
 前掲注 30 参照。 
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関する特則を置くとともに、20 条に「明らかにより密接な関係がある地がある場合」の例
外条項を置いている。 
 具体的には、従来の法例 11条 1項における「原因事実発生地」をより具体化、明確化し
たのが、日本の法適用通則法における不法行為の原則的準拠法である 17条である。法適用
通則法 17 条は、「不法行為によって生ずる債権の成立及び効力は、加害行為の結果が発生
した地の法による。ただし、その地における結果の発生が通常予見することのできないも
のであったときは、加害行為が行われた地の法による」と規定している
42
。さらに、18 条に
おいては生産物責任の特例
43
を、19 条では名誉または信用の毀損の特例
44
を規定している。
そして、法適用通則法 22条は、1 項で「不法行為について外国法によるべき場合において、
当該外国法を適用すべき事実が日本法によれば不法とならないときは、当該外国法に基づ
く損害賠償その他の処分の請求は、することができない」とし、2 項で「不法行為について
外国法によるべき場合において、当該外国法を適用すべき事実が当該外国法及び日本法に
より不法となるときであっても、被害者は、日本法により認められる損害賠償その他の処
分でなければ請求することができない」としており、外国法が準拠法となる場合には日本
法が累積的に適用されることを明らかにしている。 
 一方、韓国の国際私法では、32 条 1 項において「不法行為はその行為が行なわれた地の
法による」としている。しかし、著作権侵害のような知的財産権の保護に対して特側を設
                                                  
42
 高杉直「法適用通則法における不法行為の準拠法―22条の制限的な解釈試論」ジュリ 1325
号(2006 年)55 頁 
43
 第 18 条（生産物責任の特例） 
 前条の規定にかかわらず、生産物（生産され又は加工された物をいう。以下この上にお
いて同じ。）で引渡しがされたものの瑕疵により他人の生命、身体又は財産を侵害する不法
行為によって生ずる生産業者（生産物を行として生産し、加工し、輸入し、輸出し、流通
させ、又は販売した者をいう。以下この条において同じ。）又は生産物にその生産業者と認
めることができる表示をした者（以下この条において「生産業者等」と総称する。）に対す
る債権の成立及び効力は、被害者が生産物の引渡しが通常予見することのできないもので
あったときは、生産業者等の主たる事業所の所在地の法（生産業者等が事業を有しない場
合にあっては、その常居所地法）による。 
44
 第 19 条（名誉または信用の毀損の特例） 
 第 17 条の規定にかかわらず、他人の名誉又は信用を毀損する不法行為によって生ずる債
権の成立及び効力は、被害者の常居所地法（被害者が法人その他の社団又は財団である場
合にあっては、その主たる事業所の所在地の法）による。 
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けている。それが、「知識財産権
45
の保護はその侵害地法による」という 24 条の規定である。 
 そうすると、インターネットによる侵害のようなユビキタス侵害において、果たして「結
果発生地」や「侵害地」はどこであろうか。さらに、そのような「結果発生地」や「侵害
地」が素直に決められるものなのであろうか。 
 とくに、結果発生地は、不法情報を発信した利用者の地とその情報を受信した地が考え
られる。さらに、インターネットの利用実情を考慮すると、情報の発信地は、中央サーバ
の所在地も含まれる。しかし、ISP は、本来サービスの対象国と考えていなかった国の利用
者の不法行為によって、その責任が問われるおそれもある。その場合、想定外の利用者の
情報発信地を結果発生地とすべきなのであろうか。また、ISP に対する各国の実質法は、そ
れぞれ異なり、場合によってその責任が重くなったり、軽くなったりする可能性が高い。
そのため、ISP の責任と当該紛争の間に明らかに最も密接な関係を有する地が他に存在する
のであれば、その地を探求すべきではないのだろうか。 
 
結語 
 ISP に対する法的責任問題は、各国の IT 産業政策と深く関連しており、そのため、各国
はぞれぞれの責任制限の規定を設けている。ISP の法的責任に関する渉外的問題を具体的に
考察する場合には、まず各国の実質法上の法規の内容を比較検討し、相違点と類似点を明
らかにする必要がある。つまり、ISP の責任に対し、責任制限に関する法律の適用対象であ
る ISP という範囲はどこまで及ぶのか。それから、その責任が免責もしくは軽減される要
件は何であるかなどを比較検討する必要がある。さらに、ユビキタス性によって、ISP が自
身の行為でもないにもかかわらず、他人である利用者の不法行為によって権利者に訴えら
れる。その場合、どのような法理の下で責任を負うのか、あるいは免責もしくは軽減すべ
きであるのか。このような ISP に対する紛争は、渉外紛争として生じる可能性が高いため、
インターネットという現実的な空間でもない、サイバー空間における渉外紛争の解決のた
めの合理的な解決が求められる。 
 とりわけ、利用者の不法行為によって ISP が権利者に訴えられる場合、ISP と権利者との
間における渉外紛争のため、インターネットという空間における不法行為の結果発生地の
決め方が重要である。そのような結果発生地として、当該渉外紛争と最も密接な関係を有
する地が考えられる。最も密接な関係を有する地は、ISP の営業所所在地であり、営業所を
有しない場合は ISP の常居所地、または、複数の国に営業所を有している場合は、その主
                                                  
45
 旧「知的財産権」（改正 2011 年 5 月 19 日） 
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な営業所所在地である。しかし、このような ISP の営業所所在地は、インターネットの利
用実情などによって、当該紛争と関係を有しない場合が生じる。その場合に考えられるの
は、ISP が提供しているインターネット・サービスの利用対象国地である。また、そのよう
な利用対象国は、ISP と ISP が提供している当該インターネット・サービスの関係を総合的
に考えてみると、ISP が作成し、提供しているホームページにおける言語がどこの国である
かが考慮の一つとなる。さらに、利用登録の際に使われていた言語やサービス上における
言語、たとえば、P2P プログラム上の言語、などから考慮し、その利用対象国地を決めるこ
とができると考えられる。しかし、このような考慮要素も、たとえば、日本語や韓国語で
あれば、特定しやすいことであるが、英語のように世界的に広く使われている言語の場合
は、その特定が困難である。それで、その国において使われている貨幣単位による決済手
段等も含めて、ISP とその ISP が提供しているサービスの利用環境などを総合的に考慮し、
利用対象国地を決めるべきであろう。 
 そして、ISP に対する責任問題は、そのような ISP の法的責任の特殊性やインターネット
における特殊性などを考えると、渉外紛争においてその ISP や権利者、及び利用者にとっ
て最も合理的で円滑な解決が求められる国の法によるべきである。そうとすれば、その渉
外紛争の解決のための準拠法を一般的な基準で示すとすれば、段階的な一つのルールとし
て、まとめることができる。 
 
第三者による不法行為に対するインターネット・サービス・プロバイダの責任問題 
1. インターネット・サービス・プロバイダの営業所所在地 
1－1. インターネット・サービス・プロバイダの営業所が複数の国にある場合は、その主
な営業所所在地を最も密接な関係を有する地と推定する。 
1－2. インターネット・サービス・プロバイダが営業所を有しない場合は、そのインター
ネット・サービスを提供する者の常居所地を最も密接な関係を有する地と推定する。 
 
2. 前項の規定にもかかわらず、インターネット・サービス・プロバイダが、当該インタ
ーネット・サービスと実質的に関係を有しない場合（実質的な営業活動を行なっていない
場合）は、そのインターネット・サービスの主な利用対象国の地を最も密接な関係を有す
る地と推定する。 
2－1. 主な利用対象国地の判断は、以下の要素を総合的に考慮しなければならない。 
 ①インターネット・サービス・プロバイダがそのサービスの提供、もしくは、利用が中
18 
 
心的に行なわれていた地 
 ②インターネット･サービス・プロバイダが作成していたホームページ上の言語、利用約
款における言語、もしくはプログラムにおける使用説明書の言語、 
 ③その決済手段の貨幣単位などをも総合的に考慮したそのサービスの中心となる地 
 
 未だ ISP に対する渉外紛争の解決のための明確な基準やルールはない。とはいえ、ISP と
直接的な侵害者の間には、利用契約において、準拠法約款が挿入されている。そのため、
当事者間における準拠法約款の合意が適法である以上は、準拠法約款で定められた国の法
によって解決する。このように、準拠法約款において定められた国の法に統一にさせ、ISP
の法的責任の渉外紛争を解決するのが、単純で明確であると考えられる。それで、このよ
うに第三者である利用者の不法行為による ISP に対する責任を、その不法情報の発信地、
またはサーバ所在地、あるいは受信地のような地として統一させ、その紛争を解決するこ
とも考えられる。しかし、ISP と権利者の間の責任問題は、ISP が直接な侵害者ではない限
り、あくまでも第三者である利用者の不法行為による責任問題であるから、その法的責任
は異なる。 
 さらに、直接な侵害者ではない限り、その ISP の責任を軽くする国の法を準拠法とし、
たとえば、上記のような連結点を選択的に適用するのも考えられる。しかしながら、この
点も、今日における ISP は、少なくとも、自らのサービスにおいて利用者による不法行為
が生じうることをある程度の認識し、そのような責任を軽減あるいは免責のため、サービ
スの対象国地における ISP に対する責任制限法の下で、事業を営む。したがって、このよ
うなインターネットの利用事情などを考慮すると、できる限り、ISP の責任問題につき、柔
軟な解決を向け、段階的に解決した方が望ましいことであると考えられる。そうすると、
ISP と権利者の間の責任問題は、どこの国の法によって解決すべきかが問題になる。その場
合、上記のような一つのルールを用いて、解決するこもできると考えられる。 
 
 
 
以上 
 
